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収⼊保険データ集
（令和３年４⽉末時点）

令 和 ３ 年 ６ 月
農林水産省経営局保険課



１．令和３年の収入保険の加入状況

（経営体）
【個人、法人別の加入状況】

１

（注１）令和３年の法人数について、今後、事業年度開始月が６月以降の法人の加入が見込まれる
（注２）（ ）は全体・個人・法人ごとの青色申告者数に対する割合

令和元年 令和２年 令和３年
（４月末時点）

令和２年
との差

全体
22,812
(6.5%)

36,142
(10.2%)

57,184
(16.2%) 21,042

個人
20,302
(6.2%)

31,770
(9.7%)

52,590
(16.1%) 20,820

法人
2,510
(9.8%)

4,372
(17.1%)

4,594
(17.9%) 222

（注）2020年農林業センサス（確定値）。現金主義は除く。

青色申告を行っている農業経営体は35.3万経営体

うち個人経営体は32.8万経営体、団体経営体は2.6万経営体

【品目別の加入状況】

米 麦類 豆類 いも類 野菜 果樹 花き そば 茶
さとう

きび
その他

令和２年 22,844 4,548 4,358 1,510 17,092 10,221 2,189 1,882 642 200 4,039

令和３年

（４月末時点）
35,543 6,194 5,992 2,166 26,635 14,183 3,756 2,702 1,436 277 6,569

差 12,699 1,646 1,634 656 9,543 3,962 1,567 820 794 77 2,530

（経営体）

（注）品目ごとの延べ件数
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（参考）令和３年の収入保険の都道府県別の加入状況(加入目標に占める割合)

（注）加入目標は、平成30年６月にNOSAI全国連が決定した令和４年度（令和５年加入）を見据えた目標。

都道
府県

加入
目標
(a)

加入件数
割合
(b/a)

都道
府県

加入
目標
(a)

加入件数
割合
(b/a)

都道
府県

加入
目標
(a)

加入件数
割合
(b/a)令和

２年

令和
３年
(b)

差
令和
２年

令和
３年
(b)

差
令和
２年

令和
３年
(b)

差

全国計 100,000 36,142 57,184 21,042 57.2% 富山県 1,070 223 363 140 33.9% 島根県 910 664 863 199 94.8%

北海道 6,440 2,053 4,306 2,253 66.9% 石川県 1,110 387 538 151 48.5% 岡山県 2,237 504 698 194 31.2%

青森県 2,580 2,240 3,030 790 117.4% 福井県 1,200 773 1,144 371 95.3% 広島県 2,000 427 742 315 37.1%

岩手県 2,930 1,521 2,445 924 83.4% 山梨県 1,810 529 794 265 43.9% 山口県 1,820 586 834 248 45.8%

宮城県 2,579 1,320 2,092 772 81.1% 長野県 4,500 886 1,653 767 36.7% 徳島県 860 292 464 172 54.0%

秋田県 1,706 1,144 1,839 695 107.8% 岐阜県 1,450 322 441 119 30.4% 香川県 1,150 584 748 164 65.0%

山形県 2,500 1,054 1,620 566 64.8% 静岡県 3,500 938 1,429 491 40.8% 愛媛県 2,000 1,690 2,137 447 106.9%

福島県 3,000 1,515 2,674 1,159 89.1% 愛知県 4,500 567 1,329 762 29.5% 高知県 960 603 878 275 91.5%

茨城県 2,540 875 1,369 494 53.9% 三重県 1,800 557 870 313 48.3% 福岡県 3,030 1,124 1,615 491 53.3%

栃木県 2,860 1,502 2,176 674 76.1% 滋賀県 1,250 378 654 276 52.3% 佐賀県 1,710 650 768 118 44.9%

群馬県 2,400 591 1,063 472 44.3% 京都府 1,300 214 456 242 35.1% 長崎県 1,130 572 886 314 78.4%

埼玉県 3,100 519 1,004 485 32.4% 大阪府 1,200 108 150 42 12.5% 熊本県 3,540 1,407 2,091 684 59.1%

千葉県 4,550 161 402 241 8.8% 兵庫県 2,150 224 321 97 14.9% 大分県 1,700 1,002 1,184 182 69.6%

東京都 2,050 137 196 59 9.6% 奈良県 850 85 141 56 16.6% 宮崎県 2,130 1,397 2,383 986 111.9%

神奈川県 2,816 97 336 239 11.9%和歌山県 2,300 626 967 341 42.0%鹿児島県 2,100 928 1,527 599 72.7%

新潟県 3,050 857 1,864 1,007 61.1% 鳥取県 2,000 1,034 1,299 265 65.0% 沖縄県 740 275 401 126 54.2%

２
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（参考）令和３年の収入保険の都道府県別の加入状況（青色申告者数に占める割合）

（注）青色申告を行っている農業経営体は2020農林業センサス（確定値）の値。現金主義を除く。

都道
府県

青色申告
を行って
いる農業
経営体
(a)

加入件数
(令和２年)

(b)

割合
(b/a)

加入件数
(令和３年)

(c)

割合
(c/a)

都道
府県

青色申告
を行って
いる農業
経営体
(a)

加入件数
(令和２年)

(b)

割合
(b/a)

加入件数
(令和３年)

(c)

割合
(c/a)

都道
府県

青色申告
を行って
いる農業
経営体
(a)

加入件数
(令和２年)

(b)

割合
(b/a)

加入件数
(令和３年)

(c)

割合
(c/a)

全国計 353,171 36,142 10.2% 57,184 16.2% 富山県 4,050 223 5.5% 363 9.0% 島根県 3,695 664 18.0% 863 23.4%

北海道 27,304 2,053 7.5% 4,306 15.8% 石川県 3,642 387 10.6% 538 14.8% 岡山県 7,543 504 6.7% 698 9.3%

青森県 10,043 2,240 22.3% 3,030 30.2% 福井県 3,478 773 22.2% 1,144 32.9% 広島県 5,762 427 7.4% 742 12.9%

岩手県 10,487 1,521 14.5% 2,445 23.3% 山梨県 6,088 529 8.7% 794 13.0% 山口県 4,459 586 13.1% 834 18.7%

宮城県 7,935 1,320 16.6% 2,092 26.4% 長野県 14,077 886 6.3% 1,653 11.7% 徳島県 3,404 292 8.6% 464 13.6%

秋田県 6,994 1,144 16.4% 1,839 26.3% 岐阜県 5,339 322 6.0% 441 8.3% 香川県 3,436 584 17.0% 748 21.8%

山形県 9,143 1,054 11.5% 1,620 17.7% 静岡県 10,699 938 8.8% 1,429 13.4% 愛媛県 6,170 1,690 27.4% 2,137 34.6%

福島県 9,759 1,515 15.5% 2,674 27.4% 愛知県 11,109 567 5.1% 1,329 12.0% 高知県 3,718 603 16.2% 878 23.6%

茨城県 10,956 875 8.0% 1,369 12.5% 三重県 4,699 557 11.9% 870 18.5% 福岡県 10,760 1,124 10.4% 1,615 15.0%

栃木県 10,098 1,502 14.9% 2,176 21.5% 滋賀県 4,600 378 8.2% 654 14.2% 佐賀県 5,730 650 11.3% 768 13.4%

群馬県 7,660 591 7.7% 1,063 13.9% 京都府 3,823 214 5.6% 456 11.9% 長崎県 5,329 572 10.7% 886 16.6%

埼玉県 8,000 519 6.5% 1,004 12.6% 大阪府 2,231 108 4.8% 150 6.7% 熊本県 13,578 1,407 10.4% 2,091 15.4%

千葉県 13,863 161 1.2% 402 2.9% 兵庫県 9,277 224 2.4% 321 3.5% 大分県 5,643 1,002 17.8% 1,184 21.0%

東京都 3,234 137 4.2% 196 6.1% 奈良県 2,713 85 3.1% 141 5.2% 宮崎県 8,271 1,397 16.9% 2,383 28.8%

神奈川県 6,622 97 1.5% 336 5.1%和歌山県 8,128 626 7.7% 967 11.9%鹿児島県 8,963 928 10.4% 1,527 17.0%

新潟県 12,607 857 6.8% 1,864 14.8% 鳥取県 5,158 1,034 20.0% 1,299 25.2% 沖縄県 2,894 275 9.5% 401 13.9%
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（件）【類似制度からの移行状況】

移行件数（累計）
類似制度
加入件数

移行割合
令和２年 令和３年

（４月末時点）

農業
共済

30,381 43,030 138.8万 3.1%

農作物
共済

20,767 30,182 126.8万 2.4%

畑作物
共済

3,803 5,604 6.5万 8.6%

果樹
共済

5,811 7,244 5.5万 13.2%

ナラシ対策 11,698 17,635 8.8万 20.0%

野菜価格安定制度 6,512 8,383 17.0万 4.9%

いぐさ・畳表農家
経営所得安定化対策

40 63 0.04万 15.8%

加工原料乳
経営安定対策

31 88 1.3万 0.7%

4

（注）延べ件数

（参考）収入保険と類似制度の関係

２．類似制度との関係

【野菜価格安定制度との同時利用の状況】

同時利用件数

全体
2,610
(4.6%)

個人
2,456
(4.7%)

法人
154
(3.4%)

（件）

・農業共済

・収入減少影響緩和対策
（ナラシ対策）

・野菜価格安定制度

・いぐさ・畳表農家経営所得安定
化対策

・加工原料乳生産者経営安定対策

収入保険とどちら
か一方を選択して
加入

左記の畜産品目と
他の品目の複合経
営の場合は、他の
品目は収入保険に
加入できる

・肉用牛肥育経営安定特別対策
事業（牛マルキン）

・養豚経営安定対策事業
（豚マルキン）

・肉用子牛生産者補給金制度

・鶏卵生産者経営安定対策

※1 固定資産の損失を補てんするもの（家畜共済（搾乳牛、繁殖雌牛等）、園芸施
設共済（施設内農作物以外）、果樹共済（樹体共済））及び診療費を補てんする
もの（家畜共済（病傷共済））を除く

※1

※ 複合経営について、マルキン等の対象畜産物について家畜共済（死廃共済）に加
入する場合は、マルキン等の対象畜産物及び関連畜産物（育成牛、子豚、育成豚）
以外の他の品目は、収入保険に加入できる

※2 野菜の価格下落時の出荷調整を支援する事業（野菜需給均衡総合推進対策事業）、
野菜の契約取引において不作時の数量確保を支援する事業（契約指定野菜安定供給
事業数量確保タイプ等）を除く

※2

※3 令和３年１⽉からは、当分の間の特例として、野菜価格安定制度の利⽤者が初めて収⼊
保険に加⼊する場合、収⼊保険と野菜価格安定制度を同時利⽤(1年間)が可能。

同時利用される方は、収入保険の保険料等と野菜価格安定制度の生産者の負担金

の両方を支払い。

収入保険の保険期間中に、野菜価格安定制度の補給金を受け取った場合、収入保険
の補填金の計算上、その金額を控除。

※3

（注）（ ）は収入保険の全体、個人、法人ごとの加入者数
に対する割合



３．事故発生通知の状況
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令和２年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月
令和３年
１月

２月 ３月 ４月 計

全体 146 53 68 126 226 438 502 686 809 1,137 1,049 644 269 321 332 257 6,079

個人 134 52 64 115 199 396 442 608 728 962 903 558 206 268 280 228 5,314

法人 12 1 4 11 27 42 60 78 81 175 146 86 63 53 52 29 765

【令和２年の収入保険】

令和３年
１月

２月 ３月 ４月 計

全体 64 43 71 93 255

個人 64 39 68 90 245

法人 0 4 3 3 10

【令和３年の収入保険】

新型コロナウイルスを要因とする

事故発生通知を行ったのは、

累計で1,309経営体

令和元年の収入保険： 35経営体

令和２年の収入保険： 1,255経営体

令和３年の収入保険： 19経営体

（経営体）

（経営体）

（注１）事故発生通知は、保険期間の収入金額が見込収入金額の９割を下回ることが

見込まれる事故が生じた場合に全国農業共済組合連合会に通知するものであり、

事故発生の度に通知するため、同じ加入者から複数通知される場合がある。

（注２）計欄は令和３年４月末までに事故発生通知のあった実経営体数であるため、

各月の合計と一致しない。

【令和元年の収入保険】

（経営体）

平成31年
１月

２月 ３月 ４月
令和元年
５月

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

全体 35 37 49 123 324 262 334 498 1,059 1,107 1,356 429

個人 34 36 47 118 300 240 311 452 969 923 1,243 344

法人 1 1 2 5 24 22 23 46 90 184 113 85

令和２年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 計

全体 238 210 292 147 109 45 25 18 13 18 7 4 5,653

個人 202 181 252 123 91 22 8 4 0 0 2 0 4,978

法人 36 29 40 24 18 23 17 14 13 18 5 4 675



（注）件数の（ ）は全体・個人・法人ごとの加入者数に対する割合、

金額の（ ）は全体・個人・法人ごとの加入者の保険方式の補償の

上限金額（保険金額）と積立方式の補償の上限金額（補填対象金額）

の合計額に対する割合 6

４．つなぎ融資の実施状況

（件、百万円）

件数 金額 １件当たり金額

全体
1,574
(4.4%)

7,089
(1.4%)

4.5
(補償対象金額に
対する割合18.5%)

個人
1,293
(4.1%)

4,669
(1.3%)

3.6
(補償対象金額に

対する割合18.4%）

法人
281
(6.4%)

2,419
(1.5%)

8.6
(補償対象金額に

対する割合18.6%）

【令和２年の収入保険】

（参考）収入保険のスケジュール

保険金・特約補て
ん金の請求・支払

加入申請
保険料・積立金・
付加保険料（事務
費）の納付

保険期間

12月末まで

令和２年 令和３年 令和４年

１月～12月
（税の収入の算定期間）

確定申告後
（３～６月）

※保険料・積立金は
分割支払も可

（最終の納付期限は
保険期間の８月末）

※保険期間中に災害等に
より資金が必要な場合は
つなぎ融資（無利子）

※保険期間は税の収入の算定期間と同じ。

※法人の保険期間は、事業年度の１年間なので、
事業年度の開始月によって、スケジュールが変わる。

※令和３年の収入保険のスケジュール。

新型コロナウイルスを要因とするつなぎ融資は

累計で、673件、38.8億円の貸付を行っている。

令和元年の収入保険： 18件、 1.7億円

令和２年の収入保険： 644件、36.7億円

令和３年の収入保険： 11件、 0.5億円

（件、百万円）【令和元年の収入保険】

件数 金額 １件当たり金額

全体
794
(3.5%)

3,838
(1.3%)

4.8
(補償対象金額に
対する割合17.7%)

個人
653
(3.2%)

2,423
(1.1%)

3.7
(補償対象金額に

対する割合16.1%）

法人
141
(5.6%)

1,415
(1.7%)

10.0
(補償対象金額に

対する割合21.2%）

（件、百万円）

件数 金額 １件当たり金額

全体
30

(0.1%)
112
(0.0%)

3.7
(補償対象金額に
対する割合17.5%)

個人
28

(0.1%)
99

(0.0%)
3.5

(補償対象金額に
対する割合18.8%）

法人
2

(0.0%)
13

(0.0%)
6.6

(補償対象金額に
対する割合11.6%）

【令和３年の収入保険】
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保険金等
の支払
件数 保険金

特約
補填金

全体
6,876
(30.1%)

3,858
(16.9%)

6,760
(30.4%)

個人
6,190
(30.5%)

3,483
(17.2%)

6,086
(30.8%)

法人
686

(27.3%)
375

(14.9%)
674

(27.5%)

（件）

（注）（ ）は、全体・個人・法人ごとの加入者数に対する割合

５．保険金等の支払状況（令和元年及び令和２年の収入保険）

保険金等
の金額

１件当たり
金額

保険金
特約

補填金

全体
16,833
(5.7%)

8,476
(3.2%)

8,356
(26.0%)

2.4
(補償対象金額に対
する割合17.1%）

個人
12,430
(5.8%)

6,145
(3.2%)

6,286
(26.9%)

2.0
(補償対象金額に対
する割合16.8%）

法人
4,402
(5.5%)

2,331
(3.3%)

2,071
(23.7%)

6.4
(補償対象金額に対
する割合18.2%）

（百万円）

（注）保険金等の金額の（ ）は、全体・個人・法人ごとの加入者の保険方式の

補償の上限金額（保険金額）と積立方式の補償の上限金額（補填対象金額）の

合計額に対する割合、

保険金の（ ）は、全体・個人・法人ごとの加入者の保険金額に対する割合、

特約補填金の（ ）は、全体・個人・法人ごとの加入者の補填対象金額に対する割合

新型コロナウイルスを要因とする保険金等は

累計で2,586件、81.7億円の支払いを行っている。

令和元年の収入保険： 66件、 6.1億円

令和２年の収入保険： 2,520件、 75.6億円

【令和元年の収入保険】

保険金等
の支払
件数 保険金

特約
補填金

全体
5,622
(15.6%)

3,423
(9.5%)

5,554
(15.7%)

個人
5,314
(16.7%)

3,251
(10.2%)

5,249
(16.9%)

法人
308
(7.0%)

172
(3.9%)

305
(7.1%)

（件）

保険金等
の金額

１件当たり
金額

保険金
特約

補填金

全体
13,198
(2.6%)

6,876
(1.5%)

6,322
(11.3%)

2.3
(補償対象金額に対
する割合18.5%）

個人
11,251
(3.2%)

5,799
(1.8%)

5,452
(14.1%)

2.1
(補償対象金額に対
する割合18.4%）

法人
1,947
(1.2%)

1,076
(0.8%)

871
(5.0%)

6.3
(補償対象金額に対
する割合18.9%）

（百万円）
【令和２年の収入保険】



（参考）都道府県別の保険金等の支払状況（令和元年の収入保険）

（件、百万円）

8

都道府県 加入件数 支払件数 割合
保険金等
支払金額

都道府県 加入件数 支払件数 割合
保険金等
支払金額

都道府県 加入件数 支払件数 割合
保険金等
支払金額

全国計 22,812 6,876 30.1% 16,833 富山県 108 21 19.4% 33 島根県 524 166 31.7% 145

北海道 1,369 281 20.5% 1,551 石川県 279 83 29.7% 154 岡山県 267 67 25.1% 126

青森県 1,628 479 29.4% 917 福井県 481 144 29.9% 275 広島県 248 93 37.5% 223

岩手県 819 138 16.8% 169 山梨県 268 87 32.5% 130 山口県 328 112 34.1% 101

宮城県 583 119 20.4% 185 長野県 509 163 32.0% 448 徳島県 175 80 45.7% 181

秋田県 873 90 10.3% 134 岐阜県 227 87 38.3% 293 香川県 469 146 31.1% 224

山形県 711 90 12.7% 99 静岡県 554 271 48.9% 824 愛媛県 1,408 583 41.4% 580

福島県 792 144 18.2% 207 愛知県 303 173 57.1% 988 高知県 426 114 26.8% 261

茨城県 570 267 46.8% 2,102 三重県 322 89 27.6% 200 福岡県 693 190 27.4% 542

栃木県 933 346 37.1% 799 滋賀県 247 52 21.1% 61 佐賀県 443 137 30.9% 218

群馬県 279 117 41.9% 324 京都府 135 48 35.6% 115 長崎県 394 150 38.1% 419

埼玉県 218 81 37.2% 238 大阪府 21 10 47.6% 53 熊本県 908 240 26.4% 480

千葉県 79 38 48.1% 135 兵庫県 173 51 29.5% 103 大分県 826 251 30.4% 296

東京都 84 35 41.7% 30 奈良県 69 21 30.4% 33 宮崎県 750 287 38.3% 626

神奈川県 59 32 54.2% 135 和歌山県 361 171 47.4% 391 鹿児島県 524 213 40.6% 964

新潟県 519 96 18.5% 147 鳥取県 686 189 27.6% 112 沖縄県 170 34 20.0% 62



（参考）都道府県別の保険金等の支払状況（令和２年の収入保険）

（件、百万円）

9

都道府県 加入件数 支払件数 割合
保険金等
支払金額

都道府県 加入件数 支払件数 割合
保険金等
支払金額

都道府県 加入件数 支払件数 割合
保険金等
支払金額

全国計 36,142 5,622 15.6% 13,198 富山県 223 23 10.3% 34 島根県 664 81 12.2% 91

北海道 2,053 112 5.5% 738 石川県 387 80 20.7% 146 岡山県 504 75 14.9% 117

青森県 2,240 186 8.3% 419 福井県 773 57 7.4% 78 広島県 427 93 21.8% 191

岩手県 1,521 285 18.7% 255 山梨県 529 75 14.2% 156 山口県 586 204 34.8% 356

宮城県 1,320 90 6.8% 85 長野県 886 126 14.2% 357 徳島県 292 56 19.2% 139

秋田県 1,144 142 12.4% 191 岐阜県 322 57 17.7% 179 香川県 584 81 13.9% 138

山形県 1,054 141 13.4% 190 静岡県 938 215 22.9% 628 愛媛県 1,690 60 3.6% 63

福島県 1,515 367 24.2% 483 愛知県 567 174 30.7% 793 高知県 603 75 12.4% 172

茨城県 875 147 16.8% 821 三重県 557 90 16.2% 274 福岡県 1,124 92 8.2% 188

栃木県 1,502 369 24.6% 1,125 滋賀県 378 58 15.3% 113 佐賀県 650 165 25.4% 328

群馬県 591 145 24.5% 451 京都府 214 30 14.0% 150 長崎県 572 95 16.6% 166

埼玉県 519 56 10.8% 128 大阪府 108 16 14.8% 26 熊本県 1,407 249 17.7% 571

千葉県 161 13 8.1% 42 兵庫県 224 44 19.6% 84 大分県 1,002 144 14.4% 153

東京都 137 0 0.0% 0 奈良県 85 12 14.1% 65 宮崎県 1,397 382 27.3% 968

神奈川県 97 19 19.6% 33 和歌山県 626 159 25.4% 398 鹿児島県 928 221 23.8% 761

新潟県 857 120 14.0% 150 鳥取県 1,034 110 10.6% 139 沖縄県 275 31 11.3% 66


